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Ⅰ. 本事業の背景及びグループ化の概要
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• 本調査における「グループ化」とは、成長を目指す親会社が、ポテンシャルを持つ複数の中小企業を子会社化し、これらの企業が一体となって発展を遂げ
るプロセスを指すものとする。

• この取り組みでは、親会社が資金、人材、技術、ノウハウといったリソースを提供し、中長期的な視点で各企業の成長を支援する。これにより、単独では
達成が難しい成長や規模の拡大を実現することを目指す。こうして形成された企業グループは、市場の変化に柔軟に対応し、より大きな事業機会を追求
する可能性が高まると考えられる。

グループ化とは

➢ グループ化のイメージ
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前頁で記載したグループ化が注目されている背景として、主に以下の点が挙げられる。

1.中小企業を取り巻く環境の変化
近年、中小企業は人口減少や原材料費、エネルギーコストの上昇、そして人材確保の難しさなど、さまざまな経営環境の変化に直面している。このような

状況の中で、経営を維持しつつ生産性を向上させるためには、さまざまな取り組みが求められている。グループ化は、各企業が単独では達成しにくい成長や
規模の拡大を目指すための一つの方法として検討されている。親会社のリソースを活用し、グループ全体でシナジーを生み出すことにより、より強固な経営基
盤の構築が期待される。

2.後継者問題の重要性
また、後継者不足は企業の長期的な存続に影響を及ぼす問題であり、事業承継の手段としてM&A（合併・買収）が注目されている。技術やノウハウの

継承も含め、幅広い視点から事業承継を考慮することが重要です。このような背景から、グループ化は事業の継続性を確保しつつ、後継者問題に対応する
ための柔軟な選択肢の一つとして位置づけることができる。

グループ化が注目される背景
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➢ グループ化による主なメリット

グループ化の主なメリットと課題 1/2

• グループ化には、「経営の効率化/経営基盤の強化」（左側は親会社の視点、右側はグループ企業の視点。以下同様。）「シナジー効果の発揮/事
業機会の拡大」「親会社の強みの横展開/技術・ノウハウの獲得」「地域経済への貢献/雇用・事業の継続性確保」の主に４つのメリットがあると考えら
れる。

経営の
効率化

• 経理・総務・人事といったバックオフィス業務を親
会社に集約することでコストを最小化し、グループ
全体の業務効率が改善。

• 税制面でのメリットや、体制強化により各種支援
制度の利活用事務が行いやすくなる。

シナジー効果
の発揮

• 各子会社の持つ強みの連携や弱みの補完を行
うことで、1社では発揮し得なかった価値の発揮
（新しいサービスや製品の提供など）を実現。

• グループイン企業と連携し、技術を活用するととも
に、従業員などのリソースを共有することで、事
業領域を拡大。

親会社の強
みの横展開

• DXをはじめとした、親会社が保有する汎用的な
強みを子会社に展開し、グループ全体でのパ
フォーマンスを向上。例えば、業務改善によりオペ
レーションが効率化され、作業時間を短縮するこ
とが可能になる。

地域経済へ
の貢献

• 地域内での企業間連携が強化され、地域全体
の経済活性化に寄与。（地元の雇用創出や地
域資源の有効活用など）

経営基盤の
強化

• 親会社からの資本やリソースの支援により、
経営基盤を強化できる。

• 親会社グループにグループインすることにより、
企業の信用力が向上し、資金繰りの改善や
ブランド価値の向上が期待できる。

事業機会の

拡大

• 親会社や他の子会社のネットワークを活用し、
新しい市場や顧客にアクセスできる。これによ
り、新たなビジネスチャンスが広がる。

• グループ内の人的ネットワークにより、新しいア
イディアや課題克服のヒントを得る機会が増
える。

技術・ノウハ
ウの獲得

• 親会社の技術やノウハウを取り入れることで、
自社の技術力や競争力を向上させ、製品や
サービスの品質向上が促進される。

• グループイン企業がこれまで単独では実現で
きなかった新しい事業活動が可能となる。

雇用・事業の
継続性確保

• 親会社の安定した基盤により、雇用の安定
や事業の継続が確保され、従業員の安心感
が高まる。

• 福利厚生と給与水準が改善され、従業員に
とって働きやすい環境が整備される。

グループイン企業親会社
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文化や価値観の
相違

• 異なる企業文化や価値観、利害
関係者の意見などの統合や調整
が必要となる。

システムや各種制
度の統合と調整

• ITシステムや情報管理の統合、
会計制度の統合などへの対応や
調整が必要となる。

グループ企業への
管理人材の不足

• グループの各子会社を管理し、
グループ全体を戦略的に見据えた
リーダーシップ人材が必要となる。

新たな文化・
経営方針への適応

• 親会社の文化や方針に慣れる必
要があり、従業員へのサポートと
効果的なコミュニケーションが重要
となる。

業務プロセス・
制度変更への対応

• 新しいシステムや制度に適応する
ため、業務プロセスの見直しと従
業員への研修が求められる。

経営管理能力の
強化

• 親会社の基準に従って経営能力
を高めるため、経営陣のスキル向
上が求めらる。

グループイン企業親会社

• 一方、グループ化にはいくつかの課題が生じる可能性がある。具体的には、企業文化の違いによる混乱や摩擦、事業承継に伴うITシステムや会計制度
の統合、リーダーシップ人材の不足といった課題が生じる可能性がある。

• これらを克服するためには、親会社とグループイン企業が協力し、文化や価値観を尊重しつつ、コミュニケーションを図ることが重要である。

• また、資金調達や支援体制の課題を解決するためには、地域金融機関や商工会議所などの支援機関がグループ化への理解を深めることが求められる。

グループ化の主なメリットと課題 2/2

➢ グループ化による主な課題
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Ⅱ. グループ化に関する事例調査
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• 既述の「グループ化のメリット及び課題」で整理したグループ化のメリットに基づき、該当する事例を7つ選定し、各事例ごとにデスクトップ調査およびヒアリング
調査を実施した。

グループ化の事例の選定 1/2
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グループ化の事例の選定 2/2
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グループ化の事例 A.経営の効率化（親会社）-a.経営基盤の強化（グループイン企業）1/2

➢ Case1 株式会社諏訪商店（親会社）、株式会社小川屋味噌店（グループイン企業）の事例

• 株式会社諏訪商店（親会社）は千葉県に拠点を置き、製造、流通、店舗運営に関する企業をグループ化することで、多角的に事業を展開している。
株式会社小川屋味噌店（グループ企業）は、前経営者が後継者不在という状況を背景に、暖簾を残すことを目的としてグループに参加した。

• グループ内では生産性の向上や経営の効率化を図っており、グループ企業は生産方式の変更や在庫削減を通じて経営を改善している。
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• 八潮運輸株式会社（親会社）は埼玉県に本社を構える総合物流サービス企業であり、同業の運送企業を事業承継やM&Aによってグループ化してい
る。東紅流通センター株式会社（グループ企業）は、後継者不足を背景に、雇用の維持および事業の継続を目的としてグループに参加した。

• グループ内では、親会社の強みである営業力を活用して取引先との適切な運賃交渉を行い、経営の効率化を図っている。グループ企業はこれにより大幅
に収益を改善することに成功している。また、グループ企業は親会社から業務を受注することで経営基盤の強化にもつながっている。

➢ Case2 八潮運輸株式会社（親会社）、東紅流通センター株式会社（グループイン企業）の事例

グループ化の事例 A.経営の効率化（親会社）-a.経営基盤の強化（グループイン企業）2/2
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➢ Case3 長野テクトロングループ株式会社（親会社）、株式会社マスターマインド（グループイン企業）の事例

• 長野テクトロングループ株式会社（親会社）は長野県に本社を置き、異業種企業を承継し、医療やフィットネス、オフィス業界に進出している。株式会
社マスターマインド（グループ企業）は、成長戦略や後継者難を理由に、会社存続のためグループに参加した。

• グループ各社の強みを掛け合わせた新製品開発や製品・サービスの高付加価値化により、シナジー効果を創出している。本事例でも、製品・技術面での
掛け合わせによるシナジーの創出が期待されている。また、グループ企業は親会社の人材などのリソースを活用した事業拡大を見据えている。

グループ化の事例 B.シナジー効果の発揮（親会社）-b.事業機会の拡大 （グループイン企業）
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➢ Case4 株式会社女将塾（親会社）、有限会社やまきん（グループイン企業）の事例

グループ化の事例 C.親会社の強みの横展開（親会社）-c.技術・ノウハウの獲得（グループイン企業）1/2

• 株式会社女将塾（親会社）は、小規模温泉旅館に特化し、全国の旅館の経営を改善している。有限会社やまきん（グループ企業）は温泉旅館を
運営しており、コロナ禍による売上の減少や親族内での承継へのためらいを背景にグループに参加した。

• グループ内では、親会社が強みを持つデジタル技術を活用し、Webマーケティング（検索連動広告など）を担うことで、各旅館における売上が増加してい
る。グループ企業は、親会社の経営改善ノウハウを活用し、旅館内のレイアウトを変更することで業務効率を向上させる取り組みを行っている。
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➢ Case5 まん福ホールディングス株式会社（親会社）、株式会社山佐食品（グループイン企業）の事例

グループ化の事例 C.親会社の強みの横展開（親会社）-c.技術・ノウハウの獲得（グループイン企業）2/2

• まん福ホールディングス株式会社（親会社）は、食にまつわる後継者難の中小企業に特化してグループ化を推進している。株式会社山佐食品（グルー
プ企業）は、前経営者の後継者問題を背景に、雇用を守ることを目的としてグループに参加した。

• 親会社には食に関連する業界出身者が多く、そのメンバーが持つ豊富な知見が強みであり、これをグループ内に展開している。グループ企業では、親会社
が主導して業務の自動化を推進し、効率化を図ったほか、新商品の開発により事業展開の幅を広げているなど、具体的な成果が生まれている。
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➢ Case6 相鐵株式会社（親会社）、株式会社峯久（グループイン企業）の事例

• 相鐵株式会社（親会社）は茨城県日立市で創業し、少量多品種短納期を強みとして成長を図っており、市内の企業をグループ化して地域内の連携
を強化している。株式会社峯久（グループ企業）は黒字経営であったが、将来を見据え会社の存続や雇用維持を目的としてグループに参加した。

• グループ企業が存続し事業継続することで、顧客とのつながりが維持され、地域内のサプライチェーンの安定化に寄与している。また、雇用が維持される
ことも地域経済への貢献につながっている。

グループ化の事例 D.地域経済への貢献（親会社）-d.雇用・事業の継続性確保（グループイン企業）1/2
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➢ Case7 西東ホールディングス株式会社（親会社）、合同会社海鮮亭いっき（グループイン企業）の事例

グループ化の事例 D.地域経済への貢献（親会社）-d.雇用・事業の継続性確保（グループイン企業）2/2

• 西東ホールディングス株式会社（親会社）は、静岡県中部を中心にサービスステーションを展開しており、他業種を事業承継やM&Aによりグループ化して
いる。合同会社海鮮亭いっきは、後継者難を背景に、店舗の看板と雇用維持を目的としてグループに参加した。

• 親会社が事業承継を行い、グループ企業が存続および事業継続することで、地域内の雇用が維持されているだけでなく、新店舗の出店により雇用が増加
している。また、地域内での食材などの取引も継続され、グループ化による雇用の維持・増加とともに、地域経済への貢献の成果が生まれている。
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➢ 事例集の全体構成

• グループ化の概要やメリット・課題、および既述の7つの事例の概要について、事例集として取りまとめを行った。

• 事例集は、中小企業等がグループ化の手法を学び、実践する際の具体的な参考資料とすること等を目的に作成した。

事例集の趣旨・目的

グループ化について

グループ化の事例紹介
（個別の事例）

参考資料

✓ 本調査事業の背景・趣旨

✓ グループ化とは

✓ グループ化を支援する背景

✓ グループ化の主なメリットと課題

✓ 各事例を、成果の４軸（経営改善、シナ
ジー効果、親会社の強みの横展開、地域
経済への貢献）で分類して紹介

✓ 事業承継・引継ぎ支援センター一覧

項目 主な記載事項

• 異業種や異なる規模の中小企業等が、グループ化の手法を学び、実践する際の具体的な参考資料とする。

• 事例集を通じて、中小企業等の持続可能な経営を支援し、地域経済の活性化や産業の再編成に寄与する。

➢ 事例集の作成の目的

グループ化の取り組みに関する事例集の作成
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Ⅲ. 売り手事業者の磨き上げ支援を目的としたワークショップの開催
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◼ 開催日時：2025年２月10日（月）13:30-16:30

◼ 会 場：関東経済産業局 さいたま新都心合同庁舎1号館 １階 多目的室１－２

◼ 形 式 : 対面開催

➢ 対象者

M&A、グループ化に関心のある中小企業の売り手事業者（事業承継・引継ぎ支援センターの相談者から、５社を選出）

➢ ワークショップの概要

• グループ化に関心のある売り手事業者様に対して、自社の財務状況等の見せ方の向上などによる磨き上げを図るため、ワーク
ショップを開催。

• 実践的で具体的な事例を提供し、売り手事業者が自社の強化すべきポイントを主体的に認識し、理解できるよう支援する。

➢ ワークショップの目的

• 本ワークショップは、事業承継やM&Aに関する課題を共有し、売り手事業者が自社を磨き上げるために必要な事項を主体的に認識・把握することを支援
することを主な目的として実施した。

ワークショップの目的及び概要
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➢ プログラムの全体像 ※主要パートのみ記載。

• 本ワークショップは、主に「グループ化の説明」 「講演パート」 「ワークショップパート」の3つのセッションで実施した。

セッション①
グループ化の説明

（約20分）

• グループ化の概要やグループ化が注目されている背景を説明。

• 親会社側とグループイン企業側における、グループ化のメリット及び
課題を説明。

• ヒアリング調査を通じて得られた具体的な事例を用いて、グループ化
における成果や課題、そしてその克服した取り組みを説明し、参加者
とグループ化のイメージを共有した。

セッション➁
講演パート

（約40分）

• 参加者の属性等を踏まえ、グループ化に関心がある中小企業の売
り手事業者を対象とした講演を実施。

• 山本教授から、国の中小M&A政策、事業承継・M&Aに関する補
助金情報、グループ化に対する支援内容などについて講演をいただ
き、グループインについて知識を深めた。

目的・概要

セッション➂
ワークショップパート

（約100分）

明治大学 商学部

山本 昌弘教授

PwC

参加者

ファシリテーター：PwC

アドバイザー：山本教授

主たる実施者

• 自社がM&A、グループインすることに当てはめて、課題等を検討した。
具体的には、テーマとして「自社の現状、直面している課題」及び
「課題の解決策に関するディスカッション」を設定し、参加企業におけ
る具体的な課題を挙げながら議論を行った。

• 売り手事業者が、自社の現状認識を深め、参加者間で課題を共有
し、M&Aや、グループインをどのように進めていきたいのかについて、
方向性の発表を行った。

ワークショップの主なセッション



21PwC

ディスカッション内容をより具体的にするため、以下の議題を設定

ディスカッションテーマ：グループインする際の課題と解決策

⚫ 目的

自社における事業承継やM&Aの具体的な課題を明確化し、それを解決するための方向性をグループインも含めて検討する。その際に、他社の視点や知
見を取り入れることで、自社の戦略的選択肢を広げる。

⚫ 期待される効果

事業承継やM&Aに関する自社の課題を他の参加者と共有することで、新たな視点や解決策のヒントを得る。これらを通じて、グループインが自社の課
題解決における有効な手段となる可能性を模索し、今後の戦略構築に役立てることが期待される。

議題１
自社の現状、直面している課題
「自社において事業承継やM&Aに関して直面している具体的な課題は何か。」

議題２
課題の解決策に関するディスカッション
「これらの課題を解決するために、どのような対応・解決策が必要と考えられるか。また、グループインはこれらの解決策としてどのように
機能し得るか。」

グループ数 １グループ （各社1名：全体で５名）

ファシリテーター/
アドバイザー

ファシリテーター：PwC
アドバイザー：明治大学 山本教授
陪席：関東経済産業局、事業承継・引継ぎ支援センター（埼玉県、群馬県、千葉県）

➢ ディスカッションテーマ

➢ グループ数及びファシリテーター

ワークショップパート（セッション③）の詳細

• ワークショップパートでは、自社において事業承継やM&Aに関して直面している具体的な課題やその解決策について、ディスカッションを行った。
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グループ化の理解の促進と
成功事例の共有の重要性

• グループ化は中小企業にとって重要な戦略であるにもかかわらず、その理解が中小企業全般に十
分に行き渡っていない。

• これを改善するためには、成功事例の共有が不可欠であり、特に企業のトップ層や意思決定者に
対して具体的でわかりやすい情報を提供する必要がある。こうした取り組みにより、グループ化の効
果的な活用が期待される。

➢ 本事業全体を通した考察

実証的知見の蓄積と活用

• 事例調査を通じて得られた実証的知見は、他の企業への説得力を持つ重要な資源である。

• 事例集は、これらの知見を体系的にまとめたものであり、企業や支援機関に対する直接的な情報
提供の手段として活用することが有効である。例えば、中小企業が参加する研修機関、セミナーや
ワークショップ等、幅広い機会を活用して、普及啓発を行っていくことが有用であると考える。

個別対応と継続的支援体制
の必要性

• グループ化のメリットとデメリットは企業の状況により異なるため、各企業の個別の事情（例：業種、
規模、地域特性、市場環境、経営課題な）に応じた情報提供と支援が必要である。

• また、グループ化推進には一時的な支援ではなく、長期的で継続的な支援が不可欠と考えられる。

今後の施策の方向性として、例えば、「情報発信と教育活動の強化」 「事例集の活用と情報共有」
「持続的サポート体制の構築」といったことが考えられる。（詳細は次頁参照）

• 本事業を通じて、「グループ化の理解の促進と成功事例の共有の重要性」「実証的知見の蓄積と活用」「個別対応と継続的支援体制の必要性」と
いった示唆を得ることができた。

本事業のまとめ・考察
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➢ 考察を踏まえた支援の方向性（例）

本事業のまとめ・考察

• 前頁で得られた示唆を踏まえると、今後の施策の方向性として、例えば、以下のような「情報発信と教育活動の強化」 「事例集の活用と情報共有」
「持続的サポート体制の構築」といった取り組みが考えられる。

情報発信と
教育活動の強化

• グループ化の効果や成功事例に焦点を当てた
ワークショップやセミナーを開催し、グループ化の
メリットを広く周知する。

• 上記により、企業の意思決定者が自社の状況に
即した具体的な事例を学び、グループ化の実現
可能性を理解する。

• ワークショップ・講習会の開催（企業向け）: 売り手事業
者を対象にしたワークショップを開催し、実践的な情報を提
供する。

• ネットワーキングイベントの開催（企業向け）: 成功した事
業者の事例を共有するネットワーキングイベントを開催し、事
業者間の連携を強化する。

持続的サポート体制
の構築

• 支援機関（場合によっては自治体も含め）が主
体となり、企業のグループ化の進捗を持続的に
サポートする仕組みを整える。各企業の業種や市
場環境を徹底分析し、個別の事情に応じた支
援を実施。

• 上記により、企業が長期的なサポートを受け、成
功に向けた道筋を確認し続けることを可能にする。

• 連携強化のためのネットワーク構築（支援機関向け）：
商工団体や金融機関、士業などの支援機関間での情報共
有を促進するためのネットワーク構築を促進し、グループ化支
援に関するノウハウを共有。

• セミナーや研修プログラムの実施（支援機関向け）：支
援機関向けに、グループ化支援のための専門知識を強化す
る研修プログラムを実施。

• 政策連携の強化（自治体向け）：自治体の産業政策と
グループ化推進の施策を連動させる。

事例集の活用と
情報共有

• 成功事例や失敗事例を体系的にまとめた事例集
を活用し、企業がそれをいつでも参照できる形で
提供することで、自主的な習得を支援する。

• 上記により、企業が具体的な事例を通じてグルー
プ化のメリットを実感し、意思決定に役立てるため
の情報を自主的に取得できる環境を整える。

• 事例集の配布・活用（企業および支援機関向け）：中
小企業との研修機関（中小企業大学校等）での参考教
材として活用/ 中小企業支援セミナーやワークショップでの活
用/ 産業別交流会やネットワーキングイベントでの活用/ 支
援機関の個別相談用の資料として活用等。

概要 施策（例）
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